　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　主催講座　９月～　　会計　／　ＮＰＯと行政　／　海外報告　／　パソコン　　
●９/２(土)13：30～　シンポジウム「ＮＰＯと行政　－支援と自立と協働」ＰＡＲＴⅡ
■会場：名古屋都市センター　■共催：（財）名古屋都市センター　■150名　■500円

■パネラー：池貝浩：建設省中部地建公園調整官（木曾三川公園で日本初のＮＰＯと協働のパークセンター開設）／金田学：愛知県社会活動推進課主査（ＮＰＯへの委託事業開始）／金原建和：西尾市企画部企画課課長補佐（サポートセンターを開設）／星野広美：犬山市市長公室企画調整課主幹（市民と協働で推進策を作った）／吉田雅仁：大口町地域振興課主査（ＮＰＯ支援条例を策定）／司会：武長脩行（椙山女学園大学文化情報学部長）／ＮＰＯからの論点提起：大西光夫ＮＰＯ連絡会代表世話人、松下典子(特)ゆいの会代表

●内容：ＮＰＯ施策の先進事例紹介とそこでの課題を率直に問題提起して頂き、一緒に解決策を議論します。

●９/１５（休）14：00～帰国報告「アメリカＮＰＯ最新事情。―草の根ＮＰＯの支援」

· 会場：名古屋東生涯学習センター（地下鉄「新栄町」駅から徒歩2分）　■報告者：青木孝弘（ＮＰＯ連絡会事務局）■500円　■報告会後、歓迎会兼拡大世話人･事務局会議（事務所にて）。

●内容：日本ＮＰＯセンターの派遣でＮＰＯの財務やサポートシステムについて半年間サポートセンターで実地研修し、8月帰国した青木さんのお話です。草の根ＮＰＯが財政や人材をいかにマネジメントしているか、それを支えるため社会や地域はどんなステムを作っているかなどを、実地で職務体験をしながら見たり聞いたりした話を伺います。日本の関係者にも大いに参考になりそうです。

●「ＮＰＯのためのパソコンセミナー」　日程再計画中。　要問合せ!!　　
（お詫びとお願い）諸般の事情で、「会場変更」と「日程：9/23・24（土･日）」を、土・日集中型ではなく、例えば、毎週1回型などを入れて組み立て直しています。研修内容（４コース）は変わりません。詳細は、本連絡会にお問合せ下さい。数日中に新計画を確定します。申し込み頂いた方々へは当方から連絡いたします。再度お申し込み頂くことになります。

●内容：①メール・インターネット／②会計･計算ソフト／③文書ソフト／④初級の４コースです。

●一人一台使用可で、費用は、およそ7000円（テキスト代別）で民間一般の１／3の価格です。

　報告　　7/28緊急報告会　　(ＮＰＯ法見直し＆優遇税制)　国民生活審議会中間報告　　　

　■同審議会委員／日本ＮＰＯセンター事務局長山岡義典さんから、税制も含めたＮＰＯ法人制度に関する審議の論点が報告されました。参加者約80名。

　　　ポイント　　　同中間告書は、経済企画庁のＨＰ、http://www.epa.go.jp で公開されています。

【税制優遇措置について】

★税制優遇には、①寄付金に関わる所得控除・損金算入、②特定非営利活動に関わる事業税の減免、土地・建物等の資産を譲渡する際の非課税、などが考えられる。

★財団法人の中でも特定公益増進法人の割合は約３．４％で相当な公益性が求められる。公益性を

判断する基準づくりが必要。それには、「活動の公益性に基準を設ける方法」と、「収入面に着目して、一般からの支持度合いを計る方法」がある。後者については、アメリカのパブリック・サポートテストが参考になるか、検討中である。また、認定機関の設定についても論争がある。

【現行のＮＰＯ法人制度の見直しについて】

★認証制度／　届け出制度と公益に資するとする条件との両立について、長期的議論が必要。

★活動分野／　科学・情報、産業振興、消費者保護等、現行制度との整合と検討が必要。

★申請手続／　認証要件に直接関係のない項目の簡略化、担当者による差異の解消が課題。

★監督／　　「所轄庁による監督の強化」と「市民による監視を基本にする」の２つの方法がある。所轄庁では虚偽報告の罰則規定等、後者では、市民の選択・監視を補完する方策が課題。

【今後の見通し・動き】　★日本ＮＰＯセンターでは、今秋からの税制優遇に向けたキャンペーン活動と並行し、実態に基づく議論のために、税制優遇に適合すると考えられる団体の事例をまとめていく予定。「シーズ」のＨＰでも、宮澤蔵相の「寄付金控除」検討の表明、堺屋経企庁長官の議員立法を望む見解、参議院予算委員会等の議論を紹介しています。 http://c-s.vcom.or.jp
　報告　　8/27　　「ＮＰＯの会計セミナー①基礎初級篇（仕訳）」を実施　　50名参加　　　

　■第2回「決算と区分経理」／第3回「ＮＰＯの税務」／第4回「総括篇と仕訳上級篇」／第5回：「事業年度終了に伴う会計書類」　■会場は椙山女学園大学　■日曜日を予定。

　支援情報　　９～１０月　　　　　助成　／　備品支援　／　コンペ情報　　　　　　　　　　　　　　　　　

【福　祉】●大和證券福祉財団助成「ボランティア活動助成」／締切9月14日／対象：在宅高齢者、障害者、児童関係の活動。原則として社会福祉協議会等の推薦要／問合せ：同財団03-3665-5147　

【高齢者】●日立システム　①「パソコン活用支援」パソコン寄贈とパソコン教育サポート／②「高齢者福祉助成金支援」最大10万円・6件程度／締切9月15日／対象：東海３県の市民活動グループ／問合せ052-263-1837　 www.hitachi-system.co.jp
【障害者】●チャリティプレート助成金／内容：障害者が通うセンター・作業所などの整美・備品・車両、就労・社会参加のための活動等／締切9月10日／最大50万円／問合せ：0120-006543

【青少年】●ルーセント・テクノロジーＩＹＦ青少年育成基金／受付10月1日～11月30日／対象：児童生徒による学校改革、教職員研修、オルタナティブ教育／最大200万円／問合せ03-3440-3373

■助成に関する総合情報は：助成財団センター　ｈｔｔｐ://ＷＷＷ.ｊｆｃ.ｏｒ.ｊｐ/
　書籍・資料　　　特　集　　　　「　ＮＰＯと行政の協働　」　に関する新刊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●「ＮＰＯと行政　～協働と支援」　ＮＰＯ連絡会編／　5月27日のシンポジウム報告書。行政からのＮＰＯに対する認識・支援策をまとめた「名古屋市ＮＰＯ懇話会報告書（同市作成）」含包。「独立」「合体」「委託契約」等、ＮＰＯと行政の様々な関係事例を紹介。必要な方、コピー実費500円と送料。
· 「ＮＰＯと行政のパートナーシップの在り方に関する研究報告」　自治省／　両者のパートナーシップに関する考え方・注意すべき点を整理。モデル事例の紹介等。問合せ：自治省　03-5574-7216


　　●その他●　　　　ＮＰＯ法人誕生状況　／　会員募集　

■ＮＰＯ法人の誕生状況・８月18日現在。　　全国、申請3020/認証2403/不認証12。

東京702/529（前が受理数、後が認証）、以下神奈川192/151、大阪292/150、北海道142/110、福岡97/80、兵庫95/73の順／（東海）静岡82/63、愛知73/60、三重67/56、岐阜28/21。経企庁254/203。

■愛知県の認証状況。 8月15日現在、57団体中。詳細は、 http://pref.aichi.jp/shakaikatsudo/

保健･医療･福祉29/子ども6/国際4/社会教育、環境、災害、文化･芸術･ス、ＮＰＯ支援：各3/ほか6。

名古屋市22/半田市4/岡崎市・刈谷市・春日井市3/豊橋市2。（地域の団体の認証が増えてきました）

■会員募集／随時受付　★サービス会員は運営の義務は負いません。　　　　　　　

○「サービス利用会員」年額３，０００円。団体登録も可。問合せは事務局まで。

○このニュースは、メール通信もしています。ご希望の方は、VEC02315＠nifty.ne.jp　まで。

■労務･人材育成など“人”に関するセミナーや「トップリーダーセミナー」を準備中。乞うご期待。

· 本号から編集担当が替わりました。世話人･事務局の三島知斗世が担当します。よろしく。




編集発行：ＮＰＯ連絡会（よろず相談センター）2000.8.28
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